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2. 研究の目的、背景 
 

道路事業において 3 次元設計を導入することにより、作業の省力化効果を享受できることが、既往研

究や報告の中で、明らかになっている 1)-4)。また、設計段階の業務のうち、概略設計などでは、3 次元

CAD による 3 次元設計事例も報告されている 5)。 
 しかしながら、現状は、設計段階で利用したい 3 次元地形データが作成されていないことや測量段階

で作成可能である 3 次元地形データが設計段階に流通していないことが多い 1),2)。このため、設計段階

では、新たに 3 次元地形データを作成していることがあり、必ずしも業務の効率化に繋がっていないこ

とが課題となっている 5)。3 次元地形データを測量段階から設計段階へ流通させることで、設計段階に

おける 3 次元地形データ作成作業の省力化に寄与するとともに、転記ミスの回避や地形データの精度維

持、2 次元では表現しにくい地形が表現できるなど、品質向上の面でも効果が期待できる。 
 既往研究では、3 次元地形データの作成方法 2)や作成仕様 3)-5)を検討しており、地形測量成果であるデ

ィジタルマッピングデータファイル（以下 DM データファイルと記載）を設計段階へ流通させることが

最終的には望ましいと報告している 2-4)。しかし、DM データファイルを取り込むことができないなど

の 3 次元 CAD の利用環境上の制約により、中間フォーマットとして DXF（Data eXchange Format）
などの CAD データファイルによる流通が提案されている 2)-5)。なお、DM とは、地形測量の結果を用い

て、地形図をデジタル形式で作成する作業であり、作成されたデータを DM データファイルと呼ぶ。  
 一方、国土交通省においては、測量成果の電子納品として、「測量成果電子納品要領（案）6)」を策

定し、測量成果の事業フェーズ間の流通の促進を図っている。「測量成果電子納品要領（案）」の中で、

地形測量結果は、コンピュータが再利用可能な拡張 DM で納品することが定められている。さらに、（財）

日本建設情報総合センター建設情報標準化委員会では、測量成果のデータ流通促進の検討を積極的に進

めており、その成果として、「拡張 DM-SXF 変換仕様（案）7)」を作成している。これにより、拡張

DM ファイルを CAD フォーマットに変換するソフトウェアの開発を支援している。なお、拡張 DM と

は、応用測量などのデータファイル仕様を DM データファイル仕様に追加した地形測量成果のデータフ

ォーマットである。したがって、拡張 DM は、DM データファイル仕様を踏襲しており、応用測量など

を追加した仕様部分を除けば、互換性が確保されている。拡張 DM の仕様は、「拡張ディジタルマッピ

ング実装規約（案）8)」として公開されている。 
昨今の「測量成果電子納品要領（案）」における地形測量成果の流通を踏まえると、測量段階から設

計段階へ拡張 DM による 3 次元地形データを流通させることで、3 次元 CAD による道路設計の効率化

が期待できる。しかしながら、これまでの研究では、拡張 DM ファイルの流通や利用を検討している事

例は見受けられない。このため、CAD フォーマットを介さずに拡張 DM ファイルを測量段階から設計

段階へ直接流通させることの妥当性を評価する必要がある。 
また、現在、地形測量では等高線や基準点を３次元データとして作成することになっているが、道路

設計では道路構造に影響を及ぼす地物の高さ情報や、ＣＧ（コンピュータグラフィックス）をより現実

と近く再現するための地物の高さ情報は、作成されていない。このため、設計段階で、不足する高さ情

報を新たに取得し、作成しなければならない場合もある。 
このため、本研究は、道路設計で必要となる地形等の高さ情報を明らかにし、高さ情報の取得・作成

仕様を定める”道路設計に用いる３次元地形データ作成仕様”を検討するものである。 
 

 また、本研究の流れ（資料の構成）を以下に示す。 
① ３次元地形データの流通・利用の実態を幅広く調査するとともに、あわせて道路設計にお

ける３次元地形データのニーズや要件を調査する。 
② 実態調査結果を基に、課題を整理し、課題解決の方策を検討する。 
③ 課題解決のうち、３次元地形データ作成に係わる課題を解決するために、データ作成仕様

を作成し、仕様の有効性、妥当性等の検証を行う。 
④ データ製品仕様の運用について、データの検査・確認方法、仕様に基づいて作成されたデ

ータの有効性、発注業務に伴う積算や特記仕様書、電子納品の方法や納品時の検査方法を

検討する。 
⑤ 公共測量作業規定の準則に基づく製品仕様書を検討する。 
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